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1．は じ め に

消費者がEC（ElectricCommerce：電子商取引）（1）サイトを通じて買い物をする機会は増え

ている。日本におけるB�to�C�ECの萌芽期，つまり消費者がインターネットを利用して商品・

サービスを購入できるようになった時期は90年代である。当時は，注文と決済の手続きがオン

ラインで完了するオンライン完結型取引と，注文はオンラインで済ませ，支払いは店頭で行う一

体型取引が共存していたが，電子決済手段の普及やIT技術の進歩，宅配サービスの品質向上な

どが追い風となり，オンライン完結型の取引がEC市場で大きな存在感を持つようになっていっ
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要 旨

本稿では，総合的オンラインショッピングモールの利用者が，ECサイトに対するロ

イヤルティをどのように形成しているかについて検証した。まず，2次データから近年

の日本におけるECサイトの興隆を論じ，店舗型小売店に対してECサイトが持つ長所

を整理した。そして均質化しつつある総合的オンラインショッピングモールが互いを差

別化するうえで，利用者の知覚価値が重要である点を確認し，ECサイトに対するロイ

ヤルティに影響を及ぼす要因に関する先行研究をレビューした。レビュー結果から，ウェ

ブサイトへの満足が知覚価値とロイヤルティを媒介する役割を果たすという仮説を導出

した。仮説検証の結果，知覚価値がサイトへの満足を媒介してロイヤルティを高める効

果は，ロイヤルティを行動的概念と捉えるか，態度的概念と捉えるかによって異なる点

が分かった。

キーワード：ロイヤルティ，オンラインショッピング，Eコーマス，媒介分析

ECサイト利用者の

知覚価値によるロイヤルティ形成

ウェブサイトへの満足の媒介効果に焦点を合わせて



た。今日では，ECとインターネット通信販売は同義として広く人口に膾炙しているといえるだ

ろう。

ECサイトのなかでも，総合的な品揃えを売りにしたオンラインショッピングモールが活況で

ある。こうしたオンラインショッピングモールは幅広い利用者層に支持されている点が際立った

特徴であり，多くの消費者の生活に役立てられていると考えられる。日経BPコンサルティング

が年に2回実施しているウェブブランド調査（2）によると，2016年10月の調査においてウェブブ

ランド指数（3）が高かった上位3つのウェブサイトは順に，楽天市場，Yahoo!JAPAN,Amazon.

co.jpである。このうちYahoo!JAPANを除く2つが，幅広い品目を取り揃えた総合的オンライ

ンショッピングモールである。なおYahoo!JAPANは主として検索エンジンとして利用される

ポータルサイトであるが，同サイトが提供するサービスのひとつであるYahoo!ショッピングは，

楽天市場と同様の出店型オンラインショッピングモールである。また同じく同サイトが提供する

ヤフオク!は，C�to�C�ECに区分されるショッピングサイトである。すなわちYahoo!JAPAN

は，オンラインショッピングモールとの関係が深いウェブサイトといえる。したがってこの調査

結果は，インターネット利用者の利用実態と知覚において，総合的オンラインショッピングモー

ルに関連したサイトが高い「ブランド力」を発揮している可能性を示唆している。同調査は年齢，

性別，居住地域などの人口統計的指標からみて幅広く回答者を募っており，この結果から，日本

におけるB�to�C�ECの趨勢を見極めるうえで，総合的オンラインショッピングモールの動きに

特段の注意を払う必要性が窺える。

ここで，B�to�C�ECの趨勢を示す指標のひとつとして市場規模に注目する。日本におけるEC

の市場規模は，経済産業省の市場予測調査（4）が始まった1998年から2016年現在に至るまで一

貫して右肩上がりである。同資料によると，2016年度の市場規模は約15.1兆円であり，2015年

度から16年度にかけての1年間における市場の成長率は約9.9％である。最近の市場動態につい

ては，2010年度から16年度までの6年間の平均成長率が約11.2％と推計されている（日経新聞，

2017）。なお，総務省（2017）の『国民経済計算』によると，2016年度の個人消費（家計最終消

費支出）は約293.4兆円であり，単純な金額比率に注目すると個人消費全体の約5％がECを通

じたものであることが分かる（5）。また同資料の報告値から，2010年度から16年度までの6年間

の個人消費の平均成長率を計算すると，約0.7％である。つまり同6年間において，個人消費額

の伸び（約0.7％）に対してECを通じた消費額の伸び（約11.2％）が著しく大である。この点

から，B�to�C�EC市場はそれ以外のB�to�C市場（その多くは店舗型小売店である）の取引額を

奪う構図で，その規模を拡張しているといえるだろう。

上記の構図は，実際にどのような社会現象として現れているだろうか。日本経済新聞社がまと

めた2016年度小売業調査（6）によると，セブン＆アイ・ホールディングスをはじめとした大手小
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売業者が前年度から減収となる一方，ネット通販最大手アマゾンジャパンの売上高は1兆円（7）

を超し，増収率は前年度比15％以上である。アマゾンジャパンと並び称されるEC大手の楽天

も好調であり，2012年に約1.8兆円であった国内EC事業の流通総額（出店している加盟店舗の

売り上げの総額）は，2016年に約3.0兆円に成長している（楽天株式会社，2017a）。国内EC事

業の売上高（楽天が加盟店から受け取る手数料などの総額）は2016年において3,112億円であ

り，この金額は近年純増傾向にあるという（楽天株式会社，2017b）。これらの数字は本稿の冒

頭で述べた，消費者がECサイトを購買チャネルとして活用する機会が増している点と平仄があっ

ている。その背後で，実店舗とダイレクトチャネル（ECサイト）の双方を展開しているヨドバ

シカメラの売上高が，全体としては約3％減であるのに対して通販部門では約10％増となってい

る点から，店舗型小売店の売上をECが奪う構図が窺える（日経新聞，2017）。実店舗での伝統

的なショッピングの頻度が減り，ECサイトを利用したネットショッピングの頻度が増えること

を受けて，小売業の多くが商流と物流のあらゆる側面において構造転換に直面している。

企業が運営するウェブサイトのなかでも総合的なオンラインショッピングモールが高い「ブラ

ンド力」を発揮している点，個人消費に占めるECを通じた消費の比率が高まっている点を確認

した。ここから，一定数の消費者がECサイトを高く評価し，積極的に利用していると考えて相

違ないだろう。これは，どのような点を評価してのことなのか。総務省は，EC市場における消

費者の動向を窺い知るうえで有用な統計データを収集，整理し，公開している。たとえば「IoT

時代」の流れのなかで生まれたサービスに対する意識調査がそのひとつである（総務省，2016）。

この結果から，昨今の消費者がECに対してどのような評価を下しているかを読み取ることがで

きる。本調査ではネットショッピング利用者に対して，「利用する理由」および「ネットショッ

ピングのメリット」について尋ねている。この調査で対象者が挙げた項目は，出現頻度が高い順

に①「実店舗に出向かなくても買物ができる（68.1％）」，②「24時間いつでも買物ができる

（62.8％）」，③「実店舗よりも安く買える（54.6％）」，④「実店舗よりも品揃えが豊富（40.3％）」，

⑤「実店舗に行く時間を節約できる（36.5％）」，⑥「自宅に持ち帰るのが大変な重いものが手軽

に買えるから（33.9％）」である。

以上の理由およびメリットは，回答選択肢の文言を読み取る限りでは，従来の通信販売業（カ

タログ通販など）が伝統的な店舗型小売業に対して有している優位性と，概ね一致している（8）。

上記のアンケート調査への回答は選択式であるため，カタログ通販などの通信販売業とネットショッ

ピングの本質的な違いが見えにくいものの，実店舗でのショッピングよりもネットショッピング

が優れている点を大まかに把握する材料として助けになる。

上記のアンケート結果を手がかりに，個々の総合的オンラインショッピングモールは魅力をど

のように高めることができるのかを検討する。言い換えれば，個々の総合的オンラインショッピ
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ングモールがどのような点において互いを差別化し，競争優位を構築しているのか（構築できる

のか）についての考察である。まずネットショッピング利用者が挙げた項目のうち，①「実店舗

に出向かなくても買物ができる」，②「24時間いつでも買物ができる」，⑤「実店舗に行く時間を

節約できる」，⑥「自宅に持ち帰るのが大変な重いものが手軽に買えるから」については，全て

のオンラインショッピングモールが共通して備えた特徴といって差し支えないだろう。重ねてこ

れらの項目は現状以上にサービス品質を高めにくく，これらの属性を単純に強化することで魅力

を高めることは難しい（9）。

項目④「実店舗よりも品揃えが豊富」は，取扱品目数が豊富である点に起因するオンラインショッ

ピングモールの利便性に関わっている。この点についても，①，②，⑤，⑥と同様，総合的オン

ラインショッピングモール同士で差別化することは難しく，品揃えによる競争優位の構築は容易

ではない。その理由のひとつは，ECサイトにおける取扱品目数が，実店舗と違って空間的制限

に束縛されない点である。物理的に品目を並べる必要がないことに加え，高いキーワード検索精

度によって，利用者の探索コストは低く抑えられる。したがって今日，たとえばAmazonや楽

天市場などの大手オンラインショッピングモールで扱われている品目数は，出店業者の品目をあ

わせると膨大な数に上っている。実店舗のように，品目の厳選によって利用者の利便性が高まる

効果は期待しにくいため，各サイトは競って商品を豊富に取り揃えることになる。結果として，

総合的オンラインショッピングモールでは品揃えが同質的になっているのが現状といえるだろう。

また別の理由として，総合的オンラインショッピングモールの売り上げ構造がロングテールで

はない点を挙げられる。楽天市場，Amazon.co.jp,Yahoo!ショッピングの売り上げ・販売数推

計データを用いた分析（10）によると，全販売実績商品中の上位20％の売り上げで，売り上げの80

％が充当されているという（吉野，2017）。消費者の選好に基づいて現在の売上構成が形成され

たのだとすれば，あまり売れることがない商品を扱うことによって競合サイトよりも売り上げを

伸ばす計画は，実現が困難といえるだろう。

なお，ECが品目を厳選して特定カテゴリーに専門化することは，総合的オンラインショッピ

ングモールから専門ECに事業ドメインを変更することを意味する。したがって，総合的オンラ

インショッピングモール各社がどのように互いを差別化するか，という本稿の論旨から外れるこ

とになるだろう。

項目③「実店舗よりも安く買える」について，一般的にECサイトは価格を抑えやすいといえ

る。なぜなら，店舗型小売店が実店舗の所有や管理などに必要な費用を，販促費に充てることが

できるためである。そしてECサイトは店舗型小売店よりも，価格競争力が重要な差別化要因に

なる確率が高い。なぜなら，ECサイトを通じたショッピングには店舗空間の周遊や店員の接客

など，ショッピングの体験的側面に乏しいためである。したがって利用者があるECサイトを評
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価する場合，価格競争力がその判断の重要な手がかりとして用いられるだろう。

ネットショッピング利用者が自覚しているECの魅力に関する調査結果を手がかりに，総合的

オンラインショッピングモールを運営する事業者が競争優位を獲得する方向性を検討した。もち

ろん，競合サイトより商品を選びやすいページデザインである，より品揃えが豊富であるといっ

た特性を備えることによって競争優位を得る可能性を否定するものではない。しかし，ECサイ

トのページデザインは容易に変更できる点や，現状の総合的オンラインショッピングモールの売

上構成が一部の商品に偏っている点を踏まえると，上記の方法で長期的に競争優位を維持し続け

ること難しいだろう。実際，ページデザインや品揃えに関していえば，総合的オンラインショッ

ピングモールの個性は希薄化している。他方，「このサイトでは他のサイトよりもお得に買える」

と，サイトの利用者が価値を知覚することでそのサイトを繰り返し利用し，愛着や信頼感を抱く

ようになるという構図のほうが，現実の消費者行動に適っているのではないだろうか。

EC市場の拡大に伴い，ECサイト同士の競争は激しくなっている。したがって各ECサイト

は，顧客との長期的な関係性を構築，維持する点が急務になっている。長期的関係性の基盤は顧

客ロイヤルティである。本稿では，店舗型小売店とネットショッピングにおける購買行動の差異

に目を配りながら，オンラインショッピングモールの顧客ロイヤルティ形成に寄与する要因とし

て，知覚価値が果たす役割について検証する。これまで，実店舗型小売店およびECサイトへの

ロイヤルティがどのような仕組みで形成されるのかについて，さまざまな検証が試みられてきた。

以下では，小売サービス業における知覚価値と顧客ロイヤルティの関係に焦点を合わせた研究を

整理し，本稿で検証する仮説を導出する。

2．先 行 研 究

ロイヤルティ概念

本稿の目的は，総合的なオンラインショッピングモール利用者の知覚価値とウェブサイトへの

ロイヤルティの関係性について，洞察を得ることである。ロイヤルティ概念は立場によって捉え

方が多様であり，研究者によって定義に幅がある。顧客ロイヤルティ研究の出発点においては，

購買の蓋然性（たとえば Farley,1964）や製品再購入率（たとえば Brown,1952:Lipstein,

1959）をロイヤルティと捉える立場があった。これらの立場はロイヤルティを行動的概念と看做

す立場である。しかしこの捉え方では，状況的要因によって反復購入を余儀なくされている場合

（見せかけのロイヤルティ）や，心理的に愛着を抱いていても購入できない場合のロイヤルティ

が測定できないという限界が指摘されている（たとえば Day,1969:DickandBasu,1994:

JacobyandChestnut,1978）。この指摘を踏まえ，たとえばAsael（1992）はロイヤルティを
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「継続的な反復購入を促す，ブランドへの好意的な態度（attitude）（p.87）」と説明しており，

Oliver（1999）は「気に入った製品やサービスを，将来再購入したり愛顧したりするほどの深い

傾倒（commitment）であり，ブランドスイッチを促しうるマーケティング努力に屈すること

なく，同じ買い物を繰り返させる働きがあるもの（p.34）」と定義している。彼らの立場は，ロ

イヤルティを態度に類する心理的概念と看做す立場である。将来の購買や反復購買は，態度に基

づくロイヤルティによって予測できるとするLibby（2000）などのように，態度的なロイヤル

ティが行動的なロイヤルティの先行要因と捉える立場もある。

佐野（2014）は，上記の2つを統合した捉え方を「行動的&態度的アプローチ」と称し，そ

のアプローチが優位であり合理的であるとする研究者が，1990年代以降に急増していると主張

している。本稿ではこれらの主張を踏まえ，ロイヤルティが行動的側面と態度的側面を持つもの

と仮定し，行動的側面としてサービス利用者のシェア・オブ・ウォレットを，態度的側面として

サービス利用者が自覚する「ロイヤルティ」をもって，ロイヤルティと考える。

知覚価値

いくつかの実店舗の中から実際に買い物に出かける店を選択する場合と，いくつかのECサイ

トの中から購入するウェブサイトを選択する場合とでは，意思決定に関与する決定要因の種類や

数，影響する度合いの比重が異なる。たとえば店舗型小売店の場合，消費者の店舗選択において

来店距離（出店地）が重要な要素のひとつであることは，論を俟たないだろう。

Bell,Ho,andTang（1998）によると，どの店舗でショッピングするかは，変動的コストと

固定的コストによって決まるという。変動的コストは，購入予定の品物に予想される販売価格を

掛け合わせ，合計したものであり，固定的コストは①来店距離，②店に対して抱く否定的態度，

③過去に形成された負のロイヤルティを合計したものである。彼らのコスト算出モデルが前提と

する基本的なアイデアは，購入予定の品目数が多くなると固定的コストが相対的に目減りするた

め，遠くても（＝固定的コストが高い）値段が安い（＝変動的コストが低い）店舗が選ばれる，

というアイデアである。実店舗の場合，「何をどこで買うか」という要素のほかに，店舗環境の

社会的要因（たとえば店員の知覚に基づく心理的反応），デザイン要因（たとえば店舗の外観や

内装の知覚に基づく心理的反応），周辺要因（たとえば店内BGMの知覚に基づく心理的反応）

が，店舗の選択や継続的な来店意向に影響する（11）。したがって，価格競争力以外に独自の魅力

を開発するために操作できる選択肢が幅広く用意されているといえよう。

一方，オンラインショッピングの場合には，上記の店舗選択を説明する要因の多くが関与しな

いと同時に，別の要因が関与する点が指摘されている。Bakos（1991）は，店舗型小売店で商品

を探すよりもオンラインショッピングサイト内で商品を探すコストは低いため，ECサイトの運
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営企業は店舗型小売店よりも競争的な価格設定を余儀なくされる点を指摘している。また

AndersonandSrinivasa（2003）は，商品探索コストが下がることによって，製品やサービス

の属性を見比べる確率が上がることを指摘している。これらの指摘は，ECサイトでのショッピ

ングにおいて消費者がお買い得感に敏感になることを裏付けている。

もちろん情緒的な価値，すなわちECサイトにアクセスしている間のショッピング体験的な価

値と，購買意思決定の関係に注目した研究もある。たとえばPoddar,Donthu,andWei（2009）

は，ブランドパーソナリティやストアパーソナリティと同様に，ネット利用者はECサイトにパー

ソナリティを知覚し，その評価が購買意思の形成に寄与すると唱えた。d・AstousandL�evesque

（2003）のストアパーソナリティ尺度（堅実性，熱意，純正性，洗練，不快）を用いてECサイ

トのパーソナリティを測定し，それらの知覚がウェブサイトの知覚品質を介し，そのウェブサイ

トでの購買意図に影響する関係を確認している。この研究では，ウェブサイトのデザインが購買

に及ぼす影響に焦点を合わせ，その影響を純粋に切り出している。ウェブサイトのデザイン（色，

フォント，インターフェイスなど）を操作することで，店舗型小売店から連想されるパーソナリ

ティに相当するものをECサイトが実装できるならば，より好意的パーソナリティを知覚させる

ウェブサイトが競争優位を獲得することはあり得る。ただし，先述の総務省（2016）の調査結果

によれば，現実のオンラインショッピングは感情的な動機ではなく，理性的な動機（実店舗より

も楽に，安く，便利に買えるなどの動機）に基づく傾向にあると考えられる。Poddar,Donthu,

andWei（2009）は，「お得に買うことが出来る」や「便利である」といったウェブサイトの理

性的な評価に相当する知覚価値を考慮しておらず，パーソナリティの知覚と知覚価値の両方を考

慮した場合，それぞれが購買意図の形成に及ぼす影響の相対的な強度については言及がない。

そのほか，たとえばSrinivasan,AnderosnandPonnavolu（2002）は，ECサイトのロイヤ

ルティが経済的な便益以外の要因によってどの程度説明されるかを重回帰分析によって検証して

いるが，決定係数（自由度調整済みR2値）は0.52であり，予測精度が高いとはいえない。

以上の研究成果を踏まえ，本稿では総合的なオンラインショッピングモールのロイヤルティ形

成過程を理解する足がかりとして，知覚価値の影響に光を当てる。価値とは「ある製品の効用に

ついて，手に入るものと失うものの知覚に基づいて消費者が下す評価」である（Zeithaml,1988,

p.14）。AndersonandSrinivasan（2003）によると，ECサイトの高い価値は消費者の代替的

ECサイトの探索欲求を抑制し，ロイヤルティ形成に貢献するという。この考えに依拠して，Lin

andWang（2006）はモバイルコマース（携帯端末を通じたEC）の文脈において，知覚価値と

ウェブサイトのロイヤルティの間の正の因果関係を実証している。以上の先行研究の成果を踏ま

え，本稿では次の仮説を検証する。
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仮説1：ECサイトへの知覚価値は（a）ロイヤルティと（b）シェア・オブ・ウォレットに対

して正の因果関係をもつ

顧客満足

顧客満足は，期待を左証する経験が引き起こす感情的反応であり，長期的な性格を持つ態度

（Attitude）の根底に作用するものである（Oliver,1981）。サービスにおける顧客満足とロイヤ

ルティの内的関係性を扱った佐野（2014）は，浩瀚な論文をレビューするなかで，顧客満足をロ

イヤルティの①先行変数と位置づける立場，②調整変数と位置づける立場，③媒介変数と位置づ

ける立場に分類し，論考を進めている。ここから，満足とロイヤルティの構造的関係は結論に達

していないものの，いずれの立場も，満足が高まることがロイヤルティ形成にプラスの作用があ

ること（あるいはないこと）を前提としている点は明らかである。なお，顧客満足と反復購買の

間に正の関係がある点はSzymanskiandHenard（2001）のメタ分析によって確認されており，

ここから顧客ロイヤルティの形成に関与する要因のひとつに，顧客満足を加える必要性が浮かび

上がってくる。

Voss,ParasuramanandGrewal（1998）は，サービスに対する満足が，知覚した品質（得

るもの）と価格（失うもの）の勘案によって決定する関係を実証している。この関係は，（購入

前に予想する品質と価格の差である）事前期待を，購入後のパフォーマンスと知覚価格の差が上

回ることで，顧客満足が形成されるという図式を敷衍したものである。ここでいう「購入後のパ

フォーマンスと知覚価格の差」は，まさしく先述の知覚価値と同轍の概念である。したがって消

費者の事前期待を同定した場合，知覚価値が高いほど，消費者が満足する確率は高いといえる。

なお佐野（2014）は，顧客満足と顧客ロイヤルティ双方に影響する先行要因として知覚価値を俎

上に載せた研究の厚さに触れている。これらの点から，知覚価値と満足の間に因果関係を想定す

ることの妥当性は堅牢といえよう。

さらに小野（2010）は，顧客満足の効果は心理，行動，そして金額といった局面に見出せると

し，顧客満足は後続の心理的ロイヤルティ（12）と行動的ロイヤルティに影響を及ぼすという立場

に左袒している。そのうえで，JCSI（JapaneseCustomerSatisfactionIndex：日本版顧客満

足度指数）データを用い，製品やサービスへの知覚価値が顧客満足を説明する要因のひとつであ

り，顧客満足が行動的・態度的ロイヤルティに影響を及ぼすという因果連鎖を実証している。

これまでの論考を突き合わせると，知覚価値と顧客満足，ロイヤルティの関係について次の仮

説を立てることが出来る。

仮説2（a）：ECサイトへの知覚価値とロイヤルティの正の因果関係は，ECサイトへの満足
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によって部分媒介される。

仮説2（b）：ECサイトへの知覚価値とシェア・オブ・ウォレットの正の因果関係は，ECサ

イトへの満足によって部分媒介される。

以上の仮説1（a）,（b）および仮説2（a）,（b）を確認するため，調査を実施した。なお以下

の論考では説明を簡略化するため，図1で示す通り，仮説1（a）と仮説2（a）の関係をモデル1

に，仮説1（b）と仮説2（b）の関係をモデル2に振り分けて論じる。

3．調査と分析

仮説検証のために，質問票を用いた量的調査を実施した。調査はオンライン調査会社の協力の

もと，2016年3月2日から3月7日にかけて実施した。調査パネルから，全国の20歳から69

歳までのオンラインショッピング経験者400名を抽出して，質問に回答してもらった。なお，こ

の調査はECサイトの満足やロイヤルティといった，調査協力者がウェブサイトに対して知覚し

ている心理的変数の測定を目的としている。したがって，オンラインショッピング経験があると

いうだけでは，ECサイトから想起される思惟が曖昧になり，結果にバイアスが生じると考えた。

そこで今回の調査では，オンラインショッピングを通じて何らかのポイントを溜めたり，使った
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りしている者に限定しての調査協力者を募った。特定のECサイトでのショッピングを通じてポ

イントを利用しているならば，そのウェブサイトに満足している場合でも不満を感じている場合

でも，あいまいに回答される確率は減じると考えた（13）。そして400名の調査協力者のうち，ポ

イントを溜める機会が最も多いのが「総合的な品揃えの通販サイト（例：Yahoo!ショッピング，

楽天市場など）」，すなわち総合的オンラインショッピングモールであると回答した161名（男性

80名／女性81名）の回答をデータ化し，分析することにした。

仮説検証に用いる3つの潜在変数は，先行研究が開発した尺度を用いた質問によって測定した。

ウェブサイトへのロイヤルティは LinandWang（2006），知覚価値は Dodds,Monroeand

Grewal（1991），顧客満足はOliver（1997）から，信頼性と妥当性が保証された質問文を使用

し，7段階のリッカート尺度で回答を集計した。なお質問の原文はすべて英文であるため，日本

語に翻訳して調査票を作成している。原文と翻訳文の意味の整合性については，日本語にした質

問を再び英語に逆翻訳することによって確認した。シェア・オブ・ウォレットはM�agi（2003）

の説明に依拠し，対象製品への出費のうちそのサイトで使う金額の占める比率を，直接答えても

らった。

アンケートで用いた質問文とそれに付随する回答の主な記述統計量は表1のとおりである。な

お表中の「XX」には，調査協力者それぞれの「そのウェブサイトで主に買うもの」が当てはま

る形式で尋ねている。

本稿では，2段階アプローチ（Two-StepApproach）（AndersonandGerbing1988）に従っ

てモデルを検証した。2段階アプローチでは，はじめに確認的因子分析を行い，測定モデルに対

するデータの適合度，潜在変数の信頼性と妥当性を確認し，モデルの検討に移る。
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表1 質問項目と記述統計量

測定する潜在変数 略記 質 問 平均値 標準偏差 最小値 最大値

ウェブサイトへの

ロイヤルティ

L1 そのウェブサイトの愛用をすすんで止めようとはしない 5.01 1.08 1 7

L2
親友が別のウェブサイトを勧めても，こちらを愛用しつ

づける
4.82 1.13 1 7

L3 そのウェブサイトについての考えは変えにくい 4.76 1.07 1 7

ウェブサイトへの

満足

S1 満足できる 5.05 1.07 1 7

S2 期待に応えている 4.88 1.11 1 7

S3 上出来だ 4.81 1.18 1 7

ウェブサイトの

知覚価値

V1 お買い得だ 5.07 1.14 1 7

V2 値段に納得できる 5.07 1.14 1 7

V3 いい買い物だ 5.06 1.06 1 7

観測変数 略記 質 問 平均値 標準偏差 最小値 最大値

シェアオブ

ウォレット
SOW

「ネットショッピングでのXXへの出費のうち。そのウェ

ブサイトで使っているお金はどの程度ですか（1～100％）」
56.61 26.06 10 100



まず3つの潜在変数の信頼性と妥当性について，信頼性の尺度としてクロンバックの・係数

と CR（CompositeReliability）を，妥当性の尺度として AVE（AverageVarianceEx-

tracted）を算出して確認した。表2はそれぞれの指標の値である。

これらの値はすべて，NunnallyandBernstein（1994）および Hair,Black,Babin,and

Anderson（2010）の基準を満たしており，統計的に十分な水準であると判断した。モデルに対

するデータの当てはまりの良さを確認する指標として，・
2
値および自由度，CFI,RMSEAを算

出し，モデルに対するデータの当てはまりの良さを確認した（Byrne2010）。これらの結果から，

L1,L2,L3の平均値を「ウェブサイトへのロイヤルティ」，S1,S2,S3の平均値を「ウェブサイ

トへの満足」，V1,V2,V3の平均値を「ウェブサイトの知覚価値」とし，重回帰分析によって

媒介効果の検証を行った。サンプルサイズが小さいことによるバイアスが生じる危険を回避する

ため，BaronandKenny（1986）のブートストラップ法に従って95パーセント信頼区間を計算

し，間接効果を評価することにした（反復回数は2000）。分析にはHADver.16.00を使用した。

まず直接効果について，モデル1，モデル2ともに知覚価値がロイヤルティを高める関係が有

意である点が確認できた（モデル1：・・.59,p・.01：モデル2：・・.25,p・.01）。したがっ

て，仮説1（a）と仮説1（b）はともに支持された。

一方，満足を介してロイヤルティに影響を及ぼす間接効果については，モデル1で有意である

・・・.43,p・.01,CI・.26,.61・・のに対して，モデル 2では非有意であった ・・・・.03,p・

.64,CI・・.10,.06・・。したがって，仮説2（a）は支持，仮説2（b）は棄却された。分析結果か

ら導かれた各指標の数値を，図2と表3に要約した。
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項目 因子1 因子2 因子3

L1 0.90 0.34 0.17

L2 0.85 0.26 0.26

L3 0.80 0.18 0.33

S1 0.35 0.86 0.30

S2 0.35 0.84 0.30

S3 0.37 0.78 0.38

V1 0.19 0.26 0.91

V2 0.21 0.26 0.90

V3 0.35 0.38 0.75

・係数 0.94 0.95 0.94

CR 0.75 0.72 0.76

AVE 0.72 0.68 0.74

表2 確認的因子分析の結果

適合度

・
2
値＝ 14.99

DF＝ 12

p＝ 0.24

CFI＝ 0.998

RMSEA＝ 0.043



4．まとめと今後の課題

ま と め

仮説の検証結果から読み取ることができる知見を整理する。まず，シェア・オブ・ウォレット

に代表される行動的なロイヤルティも，心理的な潜在変数である態度的なロイヤルティも，とも

に知覚価値によって高まる点が分かった。総合的オンラインショッピングモールにとって，それ

を利用することから得られる価値をより強く利用者に実感させることが，顧客ロイヤルティの向

上に寄与する。言うまでもないが，コモディティ化しつつある総合的オンラインショッピングモー

ルにおいて，単純な安売りが知覚価値を向上させる唯一の差別化手段になることは望ましくはな
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図2 モデルの実証結果
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・・p・.01 ・・p・.05 太字：媒介変数を考慮しない標準偏回帰係数／決定係数

表3 間接効果に関するブートストラップ信頼区間

95％信頼区間

標準化間接効果 p 下限 上限

モデル1 .43 .00 .26 .61

モデル2 －.03 .64 －.10 .06



い。構造不況を避ける形でお得感を醸成し，それを演出する工夫が求められている。現実に目を

向けると，Yahoo!ショッピングの利用ではTポイントが，楽天市場の利用では楽天ポイントが

購入金額に応じて加算されるロイヤルティプログラムが展開されている。利用者は，関係性マー

ケティングの代表的ツールであるロイヤルティプログラムに加入するによって，そのサイトで購

入する価値をより強く感じることができるだろう。本調査は，こういったマーケティング施策が

顧客ロイヤルティ形成に有効である点を裏付けるものである。

顧客満足が顧客ロイヤルティの形成を促進する働きについて論じる場合，顧客ロイヤルティを

どのように捉えるかという点に注意しなければならないことがわかった。本稿では，満足を期待

の一致／不一致と考えた場合，高い知覚価値によって満足が得られる確率は上がると考えた。実

際に測定したデータからも，知覚価値と満足の正の相関関係は確認できている。ただし満足は，

態度的なロイヤルティを高める働きがある反面，購入金額が増えるといったロイヤルティ行動に

は影響がない。顧客ロイヤルティ研究史は，行動からロイヤルティを測定することの限界が指摘

され，それに応じる格好で態度的なロイヤルティを捉える立場が提唱されてきた，と概括できる

ことは先述の通りである。本稿はロイヤルティそのものの捉え方に加え，その形成過程を議論す

るときにも，この2つの捉え方の違いが重要な意味を持つ点を浮き彫りにした。

本稿の調査によれば，オンラインショッピングモールが期待以上の価値を実現して顧客満足を

得ても，それによって購買金額の増加は見込めない。しかし購買行動が活発化していないからと

いって，心理的な結び付きが形成されていないと捉えるのは勇み足である。

課 題

本稿の限界と今後の課題を整理する。まず本稿の調査では，総合的オンラインショッピングモー

ルとしてYahoo!ショッピングと楽天市場のみを対象としている。実際の利用者に限って一定量

の調査協力者を募る必要があったため，日本での利用者が多いサイトに絞った。しかし結果とし

て，特定サービスの利用に偏ったデータを分析する格好になっており，分析結果の一般化可能性

について慎重にならなければならない。同じく調査に関して，行動的な変数であるシェア・オブ・

ウォレットを，調査協力者の主観に基づいて回答させている点も限界として触れる必要がある。

行動的な変数は調査協力者自身に答えさせる方法で測定するよりも，M�agi（2003）のように直

接観測する方法で測定することが望ましい。今後の研究では個人情報の保護に留意したうえで，

幅広いオンラインショッピングモールを対象に，実際の購入頻度や金額などのデータを直接集計

し，仮説検証を行う必要がある。

また顧客ロイヤルティは，長期的に維持されることで強力な競争優位となる。したがって，あ

る時点で自覚されている短期的にロイヤルティを測定するのみでは不十分である。調査協力者に
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対して追跡的な調査を実施するなど，中長期的な視座からロイヤルティの変化を追わなければ，

知覚価値や顧客満足とロイヤルティの真の関係を浮かび上がらせることは難しいだろう。

本稿は，態度的ロイヤルティと行動的ロイヤルティの形成過程が一様ではない点を示した。今

後は，多面体的なロイヤルティ概念の構造を鮮明化するために，行動的なロイヤルティと態度的

なロイヤルティの間の関係を炙り出す研究が求められる。

（1） 本稿ではECを「コンピューターネットワークシステムを介して商取引（受発注）が行われ，かつ

その成約金額が捕捉されるもの」と定義する。この定義は経済産業省（2016）に倣ったものである。

（2） 日本の主要企業・団体・組織が運営する500サイトに対して，インターネット利用者約32,000人

の評価を調べるWeb総合評価調査（1サイトあたりの平均回答者数は約400人）。

（3） 日経BPコンサルティングが独自に開発した指数。インターネットユーザーの利用実態と意識評価

を，アクセス頻度，サイト・ユーザビリティ，コンバージョン，サイト・ロイヤルティ，態度変容，

波及効果の6つの指標に集約し，それらの総合指標として算出している。

（4） 1999年に実施した「電子商取引の市場規模調査」を嚆矢として，「電子商取引に関する市場実態調

査」，「電子商取引に関する市場規模・実態調査」など，調査題目を変更しながら継続的に調査が行わ

れている。詳しくは経済産業省（2016）。

（5） 異なる範囲で集計された統計であるから単純な比較考量に限界がある点に注意する必要がある。

（6） 調査の概要：小売事業部門の売上高が全社の売上高の半分以上を占める企業，協同組合，あるいは

その連結グループを対象に総売上高，店舗状況，設備投資などを調査。調査結果の主な内容：朝刊に

小売業売上高ランキング上位。日経MJに小売業売上高ランキング上位500社，営業利益ランキング，

設備投資額一覧など（日本経済新聞社ホームページより）。

（7） Amazon.com,Inc.（2017）より。この売上高は直販による売り上げのほか，広告や第三者販売の

手数料も含まれるため，厳密にはEC事業による売上高ではない点に注意する必要がある。

（8） ②「24時間いつでも買物ができる」に関しては，葉書や電話で注文する方法よりも，インターネッ

トで注文する方法のほうが，敷居が下がっているといえるかもしれない。

（9） たとえば利用可能時間を1日24時間よりも延長はできない。

（10） 民間のビッグデータ分析サービスNintにおいて，2016年1月から12月の3大 ECモール（楽天

市場，Amazon.co.jp,Yahoo!ショッピング）で販売が確認できている1億件程度の商品データを分

析している（吉野，2017）。

（11） なお，ネットショッピングで購入した商品をコンビニエンスストアで受け取れるといった，配達に

おける「ラストワンマイル」に関わるサービスについて，本稿ではECサイトの魅力ではなく，宅配

サービスの魅力として捉えるべきであるという立場で論を進める。

（12） 本稿で用いている「態度的ロイヤルティ」と同義である。

（13） このスクリーニング条件も調査結果に何らかの作用を及ぼす可能性があるが，研究の端緒としては

この方法がより望ましいと考えた。

小野譲司（2010）「JCSIによる顧客満足モデルの構築」『マーケティングジャーナル』30（1）,pp.20�34.
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CustomerLoyaltyandPerceivedValue

inElectronicCommerce:

―TheMediationEffectofCustomerSatisfaction―

KeiyaTabe

Abstract

Toinvestigatehowcustomerloyaltyofe-retailercanbeinduced,thispaperdeveloped

modelsincludingperceivedvalueandcustomersatisfaction.Aliteraturereviewsuggests

thattheconceptofcustomerloyaltyhastwodifferentcomponents:attitudinalandbehav-

ioral.Hence,theresearcherdistinguishedattitudinalandbehavioralloyaltyandprepared

twomodels.Themodelswerethentestedbymediationanalysisusingasampleof300

e-shoppers.Theresultsconfirmedthat（1）perceivedvaluehasstatisticallysignificant

effectonbothattitudinalandbehavioralloyalty,（2）whiletheeffectofperceivedvalueon

attitudinalloyaltyismediatedbycustomersatisfaction,thismediationeffectisnotob-

servedforbehavioralloyalty.

Keywords:customerloyalty,onlineshopping,electroniccommerce,mediationanalysis




